
学校教育法施行令の改正   2013年9月施行
[概要]
従前の「障害児は原則特別支援学校に就学」を廃止。「認定特別支援学校就学者」のみが支
援学校へ行く仕組みとなった。就学先の決定は「本人・保護者の意見を最大限尊重した総
合判断」となった。

旧　学校教育法施行令
第二節　小学校、中学校及び中等教育学校
（入学期日等の通知、学校の指定）
第五条　市町村の教育委員会は、就学予定者（法第十七条第一項又は第二項の規定により、翌学
年の初めから小学校、中学校、中等教育学校、又は特別支援学校に就学させるべき者をいう。以下
同じ。）で次に掲げる者について、その保護者に対し、翌学年の初めから二月前までに、小学校又は
中学校の入学期日を通知しなけれなばらない。
一　就学予定者のうち、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱
者を含む。）で、その心身の障害が、第二十二条の三の表に規定する程度のもの（以下「視覚障害者
等」という。）以外の者
二　視覚障害者等のうち、市町村の教育委員会が、その者の心身の故障の状態に照らして、当該市
町村の設置する小学校又は中学校において適切な教育を受けることができる特別の事情がある
と認める者（以下「認定就学者」という。）

新　学校教育法施行令
第二節　小学校、中学校、義務教育学校及び中等教育学校
（入学期日等の通知、学校の指定）
第五条　市町村の教育委員会は、就学予定者（法第十七条第一項又は第二項の規定によ
り、翌学年の初めから小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校又は特別支援学校に就
学させるべき者をいう。以下同じ。）のうち、認定特別支援学校就学者（視覚障害者、聴覚障
害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）で、その障害が、第二十
二条の三の表に規定する程度のもの（以下「視覚障害者等」という。）のうち、当該市町村の
教育委員会が、その者の障害の状態、その者の教育上必要な支援の内容、地域における教
育の体制の整備の状況その他の事情を勘案して、その住所の存する都道府県の設置する
特別支援学校に就学させることが適当であると認める者をいう。以下同じ。）以外の者に
ついて、その保護者に対し、翌学年の初めから二月前までに、小学校、中学校又は義務教育
学校の入学期日を通知しなければならない。
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2013年9月1日　文部科学省通知（25文科初第655号）
「学校教育法施行令の一部改正について（通知）」 より抜粋
第1　改正の趣旨
今回の学校教育法施行令の改正は、平成24年7月に公表された中央教育審議会初等中等教育分科会報告

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進」（以下「報告」と
いう。）において、「就学基準に該当する障害のある子どもは特別支援学校に原則就学するという従来の就
学先決定の仕組みを改め、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人・保護者の意見、教育学、医学、心理学等専
門的見地からの意見、学校や地域の状況等を踏まえた総合的な観点から就学先を決定する仕組みとするこ
とが適当である。」との提言がなされたこと等を踏まえ、所要の改正を行うものであること。
なお、報告においては、「その際、市町村教育委員会が、本人・保護者に対し十分情報提供をしつつ、本人・

保護者の意見を最大限尊重し、本人・保護者と市町村教育委員会、学校等が教育的ニーズと必要な支援につ
いて合意形成を行うことを原則とし、最終的には市町村教育委員会が決定することが適当である。」との指
摘がなされており、この点は、改正令における基本的な前提として位置付けられるものであること。

第3　留意事項
１　平成23年7月に改正された障害者基本法第16条においては、障害者の教育に関する以下の規定が置か
れており、障害のある児童生徒等の就学に関する手続については、これらの規定を踏まえて対応する必要
があること。特に、改正後の学校教育法施行令第18条の2に基づく意見の聴取は、市町村の教育委員会にお
いて、当該視覚障害者等が認定特別支援学校就学者に当たるかどうかを判断する前に十分な時間的余裕を
もって行うものとし、保護者の意見については、可能な限りその意向を尊重しなければならないこと。

【参考：障害者基本法（抄）】
（教育）
第16条　国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分
な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び
生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施
策を講じなければならない。
2　国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である児童及び生徒並びにその保護者
に対し十分な情報の提供を行うとともに、可能な限りその意向を尊重しなければならない。
3　国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共
同学習を積極的に進めることによつて、その相互理解を促進しなければならない。
4　国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向上、適
切な教材等の提供、学校施設の整備その他の環境の整備を促進しなければならない。

2　以上のほか、障害のある児童生徒等の就学に関する手続に関しては、報告において「現在、多くの市町村
教育委員会に設置されている「就学指導委員会」については、早期からの教育相談・支援や就学先決定時の
みならず、その後の一貫した支援についても助言を行うという観点から「教育支援委員会」（仮称）といった
名称とすることが適当である。」との提言がなされており、この点についても留意する必要があること。
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